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平成 19 年３月期 第１四半期業績の概況（連結）     平成 18 年 8月 4 日 

上場会社名 株式会社プレステージ・インターナショナル 上場取引所 大阪証券取引所（ヘラクレス市場） 

コード番号 ４２９０                 本社所在都道府県  東京都     

(URL http://www.prestigein.com/)     

代  表  者   代表取締役 玉上 進一       

問合せ先責任者   経営企画室 西田 直弘 ＴＥＬ（０３）５２１３－０２２０ 

 

１．四半期業績の概況の作成等にかかる事項 

 ① 財務諸表等の作成に際して準拠した基準  ：中間連結財務諸表作成基準 

   会計処理の方法の変更の有無       ：無 

   中間決算等と異なる会計処理の方法    ：無 

 ② 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況  ：有 

③ 公認会計士又は監査法人による関与の状況 ：無 
 

２．平成 19 年 3月期第１四半期の業績概況（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 6 月 30 日） 

 (1) 経営成績（連結）の進捗状況                            （百万円未満切捨） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

当期（四半期） 

純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年3月期第1四半期 3,083 (34.9) 424 (38.4) 450 (54.1) 263 (52.9) 

18年3月期第1四半期 2,285 (21.5) 306 (51.7) 292 (47.5) 172 (35.7) 

(参考)18 年 3 月期 10,040 1,298 1,206  655 
 
 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

    円 銭     円 銭

19年3月期第1四半期 3,607 33 3,537 61 

18年3月期第1四半期 2,376 53 2,307 35 

(参考)18 年 3 月期 8,969 86 8,766 23 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、前年同四半期増減率を示しています。 
 
 
【セグメント別売上高】 

前第 1四半期連結会計期間

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第 1四半期連結会計期間

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

 

            期  別 

 

    区  分 
売上高 構成比 売上高 構成比 売上高 構成比 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

自動車関連部門 1,186 51.9 1,742 56.5 5,703 56.8 

保険関連部門 502 22.0 545 17.7 1,899 18.9 

通販関連部門 291 12.7 272 8.8 1,057 10.5 

金融サービス部門 295 12.9 374 12.1 1,333 13.3 

Ｂ Ｐ Ｏ 

事 業 

小 計 2,274 99.5 2,935 95.2 9,994 99.5 

旅行・その他 

関 連 事 業 

旅行・その他関連

部門 
11 0.5 148 4.8 46 0.5 

合    計 2,285 100.0 3,083 100.0 10,040 100.0 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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【経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等】 
当四半期における当社グループ業績は、企業における固定費削減ニーズと顧客満足度向上に対する高付加価値な

ソリューション・サービスへの需要を背景に、堅調に推移いたしました。また、当社グループが提供しているサー

ビスに対する認知度の向上による利用頻度の伸びもあり、業績に寄与いたしました。 

グループ全体としましては、中期経営計画の最終年度として、持続的成長の実現を目指し、優先的に中長期的な

戦略投資を積極的に行ってまいりました。また、既存受託案件に対しても新たな付加価値サービスの開発や追加な

どを行い、事業の拡大に努めてまいりました。さらに、多様化するエンド・ユーザーのニーズを具現化した新規事

業の拡大にも尽力いたしました。 

この結果、当四半期の業績は、連結売上高が3,083百万円（前年同期比34.9％増）となりました。売上原価につ

きましては、2,270百万円（前年同期比35.4％増）となり、これにより売上総利益は増加いたしました。 

販売費及び一般管理費につきましては、連結子会社の増加と積極的な営業活動の方針の下、主に人員の増強を図

ったことにより388百万円（前年同期比28.8％増）となりました。この結果、営業利益および経常利益につきまし

てはそれぞれ、424百万円（前年同期比38.4％増）、450百万円（前年同期比54.1％増）となりました。また、法人

税等の税負担が91百万円増加し、199百万円となりました。 

この結果、当期純利益は263百万円（前年同期比52.9％増）となり、当四半期としては過去最高の業績結果とな

りました。 

 

 

 前第 1四半期 当第 1四半期  

売上高 2,285 百万円 3,083 百万円 （前年同期比 34.9％増、798 百万円増）

営業利益 306 百万円 424 百万円 （前年同期比 38.4％増、117 百万円増）

経常利益 292 百万円 450 百万円 （前年同期比 54.1％増、158 百万円増）

当期純利益 172 百万円 263 百万円 （前年同期比 52.9％増、91 百万円増） 

１株当たり当期純利益 2,376.53 円 3,607.33 円  
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【部門別成績】 
 自動車関連部門 
自動車関連部門は損害保険会社向けサービスにお

いて、当期より新たに受託した案件が売上に寄与い

たしました。また既存受託案件においても受託業務

の拡大やサービスの利用頻度向上が売上に寄与いた

しました。 

営業利益につきましては、前年度設立したロード

サービス子会社の収益改善が遅れましたが、増収効

果により、吸収いたしました。この結果、自動車関

連部門は増収増益となりました。 

 前第 1四半期  当第 1四半期

売上高 1,186 百万円  1,742 百万円

営業利益 132 百万円  205 百万円

（増減） （金額） （率）

売上 ＋556 百万円  ＋46.9％

営業利益 ＋73 百万円  ＋53.3％
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 保険関連部門 
保険関連部門は海外旅行保険向けに受託している

損害査定業務において、中国での取扱い件数が増加

したものの、全体としては横ばいとなりましたが、

海外日本人向けのヘルスケア・プログラムサービス

において増加基調であることと、前期より新たに受

託した案件が寄与し、売上が増加いたしました。 

営業利益につきましては、前年度設立した家賃保

証事業の子会社の販売管理費が発生したことにより、

僅かながらの減益となりました。 

 

 前第 1四半期  当第 1四半期

売上高 502 百万円  545 百万円

営業利益 120 百万円  118 百万円

（増減） （金額） （率）

売上 ＋43 百万円  ＋8.7％

営業利益 －2百万円  －1.7％

 
 
 

 
 通販関連部門 
通販関連部門においては、競争環境が厳しく国内

外とも低迷が続き、売上高は減少となりました。 
営業利益につきましては、新たに受託した案件の

先行費用が発生したことにより、一時的に収益性が

悪化いたしました。 
この結果、通販関連部門は減収減益となりました。 

 
 

 前第 1四半期  当第 1四半期 

売上高 291 百万円   272 百万円 

営業利益 19 百万円   3 百万円 

（増減） （金額） （率）

売上 －18 百万円   －6.3％ 

営業利益 －15 百万円   －79.9％ 

 
 

 金融サービス部門 
クレジットカード会社や銀行から決済や請求

書発行などを受託している金融サービス部門で

は、既存受託業務が横ばいで推移したものの、海

外で展開している日本人駐在員向けクレジット

カード事業において、当期も堅調に会員数を伸ば

した結果、売上が増加いたしました。 

営業利益につきましては、収益性が高い日本人

駐在員向けクレジットカード事業の売上が増加

したことにより、固定費負担が軽減され、増加い

たしました。 

この結果、金融サービス部門は増収増益となり

ました。 

 前第 1四半期  当第 1四半期  

売上高 295 百万円  374 百万円 

営業利益 38 百万円  67 百万円 

（増減） （金額） （率）

売上 ＋79 百万円  ＋26.9％ 

営業利益 ＋28 百万円  ＋72.8％ 

 
 
 

 
 

 ＢＰＯ事業 
以上の事業活動の結果、ＢＰＯ事業におきまして

は、連結売上高 2,935 百万円（前年同期比 29.1％

増）、営業利益 394 百万円（前年同期比 26.8％増）

となりました。 
 
 
 
 

 前第 1四半期  当第 1四半期  

売上高 2,274 百万円   2,935 百万円 

営業利益 311 百万円   394 百万円 

（増減） （金額） （率）

売上 ＋661 百万円   ＋29.1％ 

営業利益 ＋83 百万円   ＋26.8％ 

 
 

 旅行・その他関連事業 
旅行・その他関連部門におきましては、当期より

IT 関連子会社を連結対象にしたことにより、増収
増益となりました。 

 
 
 
 
 

 前第 1四半期  当第 1四半期  

売上高 11 百万円   148 百万円 

営業利益 －4百万円   29 百万円 

（増減） （金額） （率）

売上 ＋137 百万円   － 

営業利益 ＋34 百万円   － 
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 (2) 財政状態（連結）の変動状況 

 総資産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 

      百万円 百万円 ％     円 銭

19 年 3月期第 1四半期 5,684 3,065 53.1 41,963 16

18 年 3 月期第 1四半期 4,491 2,302 51.3 31,491 82

(参考)18 年 3 月期 5,247 2,858 54.5 38,975 97

 

【財政状態(連結)の変動状況に関する定性的情報等】 
当四半期における総資産5,684百万円となり前連結会計年度末に比べて436百万円増加となりました。流動資産は現金

及び預金93百万円増、受取手形及び売掛金134百万円増、有価証券が320百万円増となり、その結果、488百万円増加と

なりました。また固定資産は投資有価証券の減少により1,334百万円となり、前連結会計年度末に比べて52百万円の減

少となりました。 

負債に関しましては、賞与引当金が77百万円減少したものの、支払手形及び買掛金が114百万円増、前受金が244百万

円増となり、その結果、前連結会計年度末に比べて261百万円増加し2,618百万円となりました。 

また、株主資本については、配当金の支払いを実施いたしましたが、当四半期の純利益が263百万円であったことか

ら、前連結会計年度末に比べて157百万円増加し、2,959百万円となりました。 

 

 

３．平成 19 年 3月期の業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

 予想売上高 予想経常利益 予想当期純利益 
１株当たり 
予想当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円 銭

通   期 12,054 1,668 996 13,581 08 

 

【業績予想に関する定性的情報等】 

平成 18 年 5月 18 日に発表いたしました通期業績予想に変更はありません。 

（注）業績予想につきましては様々な不確実要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想値と異なる場合があり

ますので、この業績予想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことは差し控えてください。 
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４．第１四半期連結財務諸表 

 ① 第１四半期連結貸借対照表 

(単位：千円) 

前第1四半期連結会計期間末

(平成17年 6月30日現在)

当第1四半期連結会計期間末 

(平成18年 6月30日現在)

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成18年 3月31日現在)

期    別 

 

区    分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

(資 産 の 部)   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産             

 1. 現金及び預金  1,887,506 2,045,591  1,952,186 

 2. 受取手形及び売掛金  1,059,677 1,385,882  1,250,898 

 3. 有価証券  － 320,510  － 

 4. たな卸資産  3,695 9,528  1,085 

 5. その他  410,029 626,169  683,077 

貸倒引当金  △28,774 △38,542  △27,086 

  流動資産合計  3,332,134 74.2 4,349,139 76.5 3,860,161 73.6

Ⅱ 固 定 資 産             

 1. 有形固定資産 ※1   

   (1) 建物及び構築物 ※2 502,841 486,215  493,785 

   (2) その他  78,286 113,577  81,795 

有形固定資産合計  581,128 12.9 599,792 10.6 575,581 11.0

 2. 無形固定資産    

   (1) 連結調整勘定  52,634 43,669  46,439 

   (2) その他  154,278 274,393  242,352 

      無形固定資産合計  206,912 4.6 318,062 5.6 288,791 5.5

 3. 投資その他の資産    

   (1)その他   450,387 495,351  599,939 

      貸倒引当金  △78,996 △78,286  △76,964 

    投資その他の資産合計  371,390 8.3 417,064 7.3 522,974 9.9

  固定資産合計  1,159,430 25.8 1,334,919 23.5 1,387,348 26.4

  資産合計  4,491,565 100.0 5,684,058 100.0 5,247,509 100.0

 
 



 

- 6 - 

 (単位：千円) 

前第1四半期連結会計期間末

(平成17年 6月30日現在)

当第1四半期連結会計期間末 

(平成18年 6月30日現在)

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成18年 3月31日現在) 

期    別 

 

区     分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

(負 債 の 部)  ％  ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債                 

 1. 支払手形及び買掛金  611,070 779,921  664,928 

 2. 短期借入金 ※2､3 58,250 58,250  65,444 

 3. 前受金  508,530 687,472  442,544 

 4. 預り金  244,245 －  － 

 5. 賞与引当金  51,767 59,220  136,501 

 6. その他  395,560 748,328  769,240 

  流動負債合計  1,869,423 41.6 2,333,192 41.1 2,078,660 39.6

Ⅱ 固 定 負 債            

 1. 長期借入金 ※2 297,753 239,500  245,500 

 2. 退職給付引当金  9,752 12,060  10,773 

  3. その他  12,457 33,434  22,048 

  固定負債合計  319,964 7.1 284,995 5.0 278,322 5.3

  負債合計  2,189,387 48.7 2,618,188 46.1 2,356,982 44.9

   

(少 数 株 主 持 分)   

      少数株主持分  － － － － 31,990 0.6

   

(資 本 の 部)    

Ⅰ 資   本   金  939,632 20.9 － － 944,283 18.0

Ⅱ 資 本 剰 余 金  500,261 11.2 － － 504,912 9.6

Ⅲ 利 益 剰 余 金  869,830 19.4 － － 1,352,756 25.8

Ⅳ その他有価証券評価差額  219 0.0 － － 435 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定  △7,767 △0.2 － － 56,150 1.1

  資本合計  2,302,177 51.3 － － 2,858,536 54.5

  負債及び資本合計  4,491,565 100.0 － － 5,247,509 100.0

   

(純 資 産 の 部)    

Ⅰ 株 主 資 本            

 1. 資本金  － － 944,380 16.6 － －

 2. 資本剰余金  － － 518,171 9.1 － －

 3. 利益剰余金  － － 1,499,304 26.4 － －

 4. 自己株式  － － △2,361 △0.0 － －

  株主資本合計  － － 2,959,495 52.1 － －

Ⅱ 評価・換算差額等            

 1. その他有価証券評価差額金 － － 16,091 0.3 － －

 2. 為替換算調整勘定  － － 41,883 0.7 － －

  評価・換算差額等合計  － － 57,974 1.0 － －

Ⅲ 少 数 株 主 持 分           － － 48,401 0.8 － －

  純資産合計  － － 3,065,870 53.9 － －

  負債純資産合計  － － 5,684,058 100.0 － －
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② 第1四半期連結損益計算書 

(単位：千円) 

前第1四半期連結会計期間

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 6月30日
 

当第1四半期連結会計期間

自 平成18年 4月 1日

至 平成18年 6月30日
 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日
 

 期    別 

 

区    分 
金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比

  ％ ％  ％

Ⅰ 売 上 高           2,285,762 100.0 3,083,822 100.0 10,040,700 100.0

Ⅱ 売 上 原 価           1,677,286 73.4 2,270,772 73.6 7,439,574 74.1

売 上 総 利 益  608,476 26.6 813,049 26.4 2,601,126 25.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 301,634 13.2 388,420 12.6 1,302,281 13.0

  営 業 利 益  306,841 13.4 424,629 13.8 1,298,845 12.9

Ⅳ 営 業 外 収 益             

  1. 受取利息  1,844 2,056  8,601 

  2. 受取配当金  11 －  12 

  3. 持分法投資利益  － 5,107  － 

  4. 為替差益  － 23,595  － 

  5. 受取賃貸料  1,160 －  4,762 

  6. その他  1,926 3,733  5,590 

  営業外収益合計  4,942 0.2 34,493 1.1 18,966 0.2

Ⅴ 営 業 外 費 用             

  1. 支払利息  1,979 1,484  7,747 

  2. 為替差損  11,623 －  83,115 

  3. 障害者雇用納付金  3,340 －  － 

  4. 支店移転費用  － 5,231  － 

  5. その他  2,565 1,980  20,234 

   営業外費用合計  19,508 0.8 8,696 0.3 111,097 1.1

  経 常 利 益  292,275 12.8 450,426 14.6 1,206,714 12.0

Ⅵ 特 別 利 益             

1. 貸倒引当金戻入益  2,758 1,761  256 

2. 有形固定資産売却益  － 5  － 

3. 関係会社株式売却益  － －  39,000 

  4. 償却債権取立益  5,633 5,072  23,598 

 5. その他  － －  6,367 

特別利益合計  8,392 0.3 6,839 0.2 69,221 0.7

Ⅶ 特 別 損 失             

 1. 前期損益修正損  － 114  － 

  2. 減損損失 ※2 20,813 －  20,813 

  3. 固定資産除却損 ※3 － －  14,639 

 4. 投資有価証券評価損   13,000 

 5. その他  65 3,973  586 

   特別損失合計  20,878 0.9 4,087 0.1 49,039 0.5

税金等調整前第1四半期 

(当期)純利益 
 279,789 12.2 453,178 14.7 1,226,896 12.2

法人税、住民税及び事業税  46,513 2.0 148,172 4.8 566,997 5.7

法 人 税 等 調 整 額  60,899 2.7 51,072 1.7 4,511 0.0

少 数 株 主 利 益  － － △9,603 △0.3 85 0.0

第1四半期(当期)純利益  172,377 7.5 263,537 8.5 655,302 6.5
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③ 第１四半期連結株主資本変動計算書 

当第１四半期連結会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年６月 30 日）            （単位：千円） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高 944,283 504,912 1,352,756  2,801,951

第１四半期連結会計期間中の変動額  

新株の発行 97 97  195

自己株式の取得 △2,361 △2,361

剰余金の配当 △73,341  △73,341

第１四半期純利益 263,537  263,537

連結子会社等の増加に伴う増加高 △43,647  △43,647

自己株式の処分 13,162  13,162

株主資本以外の項目第１四半期

連結会計期間中の変動額（純額）
 

第１四半期連結会計期間中の変動額合計 97 13,259 146,548 △2,361 157,544

平成18年６月30日 残高 944,380 518,171 1,499,304 △2,361 2,959,495

 

評価・換算差額金 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日 残高 435 56,150 56,585 － 2,858,536 

第１四半期連結会計期間中の変動額 － － － － － 

新株の発行 － － － － 195 

自己株式の取得 － － － － △2,361 

剰余金の配当 － － － － △73,341 

第１四半期純利益 － － － － 263,537 

連結子会社等の増加に伴う増加高 － － － － △43,647 

自己株式の処分 － － － － 13,162 

株主資本以外の項目第１四半期

連結会計期間中の変動額（純額）
15,665 △14,267 1,388 48,401 49,789 

第１四半期連結会計期間中の変動額合計 15,665 △14,267 1,388 48,401 207,333 

平成18年６月30日 残高 16,091 41,883 57,974 48,401 3,065,870 
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第1四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

期    別 

項    目 

前第1四半期連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第1四半期連結会計期間 

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

(1) 連結子会社の数 ４社 

連結子会社名 

Prestige International USA, INC. 

Prestige International(S) Pte Ltd.

Prestige International U.K. Ltd. 

㈱プレミアRS 

 

上記のうち、㈱プレミアRS

については、当第１四半期連

結会計期間において新たに設

立したため、連結の範囲に含

めております。 

(1) 連結子会社の数 13社 

連結子会社名 

Prestige International USA, INC. 

Prestige International(S) Pte Ltd.

Prestige International U.K. Ltd. 

㈱プレミアRS 

㈱ＰＩキャピタル 

ＰＩ投資事業有限責任組合１号

普莱斯梯基（上海）咨洵服務

有限公司 

タイム・コマース㈱ 

㈱プレステージ・ヒューマン

ソリューション 

㈱プレステージ・AC 

㈱オールアシスト 

㈱プレミアインシュアランス

プランニング 

㈱エボリューション 

 

なお、当第１四半期連結会計

期間より普莱斯梯基（上海）咨

洵服務有限公司、タイム・コマ

ース㈱、㈱プレステージ・ヒュ

ーマンソリューション、㈱プレ

ステージ・AC、㈱オールアシス

ト、㈱プレミアインシュアラン

スプランニング及び㈱エボリ

ューションについては重要性

が増したため、連結範囲に含め

ております。 

 

(1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 

Prestige International USA, INC. 

Prestige International(S) Pte Ltd.

Prestige International U.K. Ltd. 

㈱プレミアRS 

㈱ＰＩキャピタル 

ＰＩ投資事業有限責任組合１号

 

上記のうち、㈱プレミアRS

については、当第１四半期連

結会計期間において新たに設

立したため、連結の範囲に含

めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

㈱プレステージ･ヒューマン

ソリューション 

タイム・コマース㈱ 

普莱斯梯基（上海）咨洵服務

有限公司 

㈱プレステージ・AC 

 

(連結の範囲から除いた理由)  

非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、当第１四

半期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも当第１四半

期連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであり

ます。 

 (2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

該当事項はありません。 

 (2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

㈱プレステージ･ヒューマン

ソリューション 

タイム・コマース㈱ 

普莱斯梯基（上海）咨洵服務

有限公司 

㈱プレステージ・AC 

㈱オールアシスト 

㈱プレミアインシュアランス

プランニング 

 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため

であります。 
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期    別 

項    目 

前第1四半期連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第1四半期連結会計期間 

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

２． 持分法の適用に関する

事項 

持分法を適用していない非連

結子会社(㈱プレステージ･ヒュ

ーマンソリューション、タイ

ム・コマース㈱、普莱斯梯基（上

海）咨洵服務有限公司、㈱プレ

ステージ・AC)及び関連会社（㈱

プレステージ・ソリューション

ズ）は第１四半期連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

 

持分法適用の関連会社数 

１社 

会社名 

㈱プレステージ・ソリューシ

ョンズ 

 

 

持分法を適用していない非連

結子会社(㈱プレステージ･ヒュ

ーマンソリューション、タイ

ム・コマース㈱、普莱斯梯基（上

海）咨洵服務有限公司、㈱プレ

ステージ・AC、㈱オールアシス

ト及び㈱プレミアインシュアラ

ンスプランニング)及び関連会

社(（㈱プレステージ・ソリュー

ションズ))は当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

 

３． 連結子会社の第１四半
期決算日（決算日）等に

関する事項  

すべての連結子会社の第１四

半期の末日は、第１四半期連結

決算日と一致しております。 

連結子会社のうち、ＰＩ投資

事業有限責任組合１号及び普莱

斯梯基（上海）咨洵服務有限公

司の第１四半期決算日は、３月

31日であります。連結財務諸表

の作成に当たっては、同決算日

現在の財務諸表を使用しており

ます。ただし、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を

行っております。 

 

連結子会社のうち、ＰＩ投資

事業有限責任組合１号の決算日

は、12月31日であります。連結

財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用

しております。ただし、連結決

算日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

４． 会計処理基準に関する

事項 

 (ｲ) 重要な資産の評価基準及び
評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

第１四半期連結決算日の

市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定して

おります） 

 

 (ｲ) 重要な資産の評価基準及び
評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 (ｲ) 重要な資産の評価基準及び
評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定しております） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

時価のないもの 

 

時価のないもの 

 

 ② たな卸資産 

商品 

個別法による原価法 

貯蔵品 

個別法による原価法 

 

② たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 

② たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



 

- 11 - 

期    別 

項    目 

前第１四半期連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第１四半期連結会計期間 

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

  (ﾛ) 重要な減価償却資産の減価
償却の方法 

① 有形固定資産 

当社は定率法(ただし、建物

(附属設備を除く) については

定額法)を、また在外連結子会

社は当該国の会計基準の規定

に基づく定額法を採用してお

ります。 

 (ﾛ) 重要な減価償却資産の減価
償却の方法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は

定率法(ただし、建物(附属設

備を除く) については定額法)

を、また在外連結子会社は当

該国の会計基準の規定に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

 

 (ﾛ) 重要な減価償却資産の減価
償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 3～47年

機械装置及び運搬具 3～6年

工具器具備品  2～15年

 

同左 

 

同左 

 

 ② 無形固定資産 

営業権 

５年間で均等償却しており

ます。 

 

② 無形固定資産 

営業権 

同左 

 

② 無形固定資産 

営業権 

同左 

 

 ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアに

ついて、社内における利用可

能期間（３～５年）に基づく

定額法を採用しております。

 

ソフトウェア 

同左 

 

ソフトウェア 

同左 

 

  (ﾊ) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社は一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し

て、回収不能見込額を計上して

おります。 

また、在外連結子会社につい

ては、主として特定の債権につ

いて、その回収可能性を勘案し

た所要見積額を計上しておりま

す。 

 

 (ﾊ) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社及び国内連結子

会社は一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案して、回収不能

見込額を計上しております。 

また、在外連結子会社につい

ては、主として特定の債権につ

いて、その回収可能性を勘案し

た所要見積額を計上しておりま

す。 

 

 (ﾊ) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 

 ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき、当第１四半期連結

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 
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期    別 

項    目 

前第１四半期連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第１四半期連結会計期間 

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当第１四半期連結会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

  (ﾆ) 重要なリース取引の処理方法

当社は、リース物件の所有権

が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、在外連結子

会社については、主として通常

の売買取引に準じた会計処理に

よっております。 

 (ﾆ) 重要なリース取引の処理方法

当社及び国内連結子会社は、

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ており、在外連結子会社につい

ては、主として通常の売買取引

に準じた会計処理によっており

ます。 

 

 (ﾆ) 重要なリース取引の処理方法

同左 

  (ﾎ) その他第１四半期連結財務
諸表作成のための基本とな
る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

 

 (ﾎ) その他第１四半期連結財務
諸表作成のための基本とな
る重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

 (ﾎ) その他連結財務諸表作成の
ための基本となる重要な事
項 

消費税等の会計処理 

同左 

 

第1四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前第1四半期連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第1四半期連結会計期間 

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当第１四半期連結会計期間から「固定資
産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14 年８月９日））
及び「固定資産の減損に係る会計基準の適
用指針」（企業会計基準委員会 平成15 年
10月31日 企業会計基準適用指針第６号）
を適用しております。 
これにより、税金等調整前第１四半期純
利益が20,813千円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、改正
後の中間連結財務諸表規則に基づき当該資
産の金額から直接控除しております。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当第１四半期連結会計期間より、「貸借
対照表の純資産に係る会計基準」（企業会
計基準５号 平成17年12月９日）及び「貸
借対照表の純資産の部の表示に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第８号 平成17年12月９日）を適用して
おります。 
従来の資本の部の合計に相当する金額は
2,991,159千円であります。 
なお、中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当第１四半期連結会計期間における第
１四半期連結貸借対照表の純資産の部につ
いては、改正後の中間連結財務諸表規則に
より、作成しております。 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に
係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会
計基準の設定に関する意見書」（企業会計
審議会 平成14 年８月９日））及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第６号）を適用
しております。 
これにより、税金等調整前当期純利益が、
20,813千円減少しております。 
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表示方法の変更  

前第1四半期連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第1四半期連結会計期間 

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

（連結貸借対照表） 

預り金は、前第１四半期連結会計期間末

は、流動負債の「その他」に含めて表示し

ておりましたが、当第１四半期連結会計期

間末において負債資本の総額の100分の５

を超えたため区分掲記しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間末の預

り金の金額は176,159千円であります。 

 

（連結貸借対照表） 

預り金（当第１四半期末残高217,755千

円）は従来区分掲記しておりましたが、負

債純資産合計の 100 分の５以下であるた

め、流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。 

 

（連結損益計算書） 

受取賃貸料（当第１四半期連結会計期間

1,245 千円）は従来区分掲記しておりまし

たが、営業外収益の総額の100分の10以下

であるため、営業外収益の「その他」に含

めて表示しております。 
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注 記 事 項          

(第1四半期連結貸借対照表関係) 

前第1四半期連結会計期間末 

(平成17年 6月30日現在) 

当第1四半期連結会計期間末 

(平成18年 6月30日現在) 

前連結会計年度末 

(平成18年 3月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

257,526千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

325,919千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

305,538千円 

 

※２ 担保提供資産 

   長期借入金274,000千円(うち、１

年以内返済予定の長期借入金

34,250千円)の担保として提供して

いる資産は次の通りです。 

建物 364,387千円(帳簿価額) 

 

※２ 担保提供資産 

   長期借入金239,750千円(うち、１

年以内返済予定の長期借入金

34,250千円)の担保として提供して

いる資産は次の通りです。 

建物 340,543千円(帳簿価額)

 

※２ 担保提供資産 

   長期借入金239,750千円(うち、１

年以内返済予定の長期借入金

34,250千円)の担保として提供して

いる資産は次の通りです。 

建物 346,002千円(帳簿価額) 

 

※３ 当座貸越契約 

   当社は、資金調達の効率化及び安

定化を図るため、取引銀行数行と当

座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額  1,100,000千円 

借入実行残高           － 千円 

 差引額       1,100,000千円 

 

※３ 当座貸越契約 

   当社は、資金調達の効率化及び安

定化を図るため、取引銀行数行と当

座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額   1,100,000千円

借入実行残高          － 千円

 差引額      1,100,000千円

 

※３ 当座貸越契約 

   当社は、資金調達の効率化及び安

定化を図るため、取引銀行数行と当

座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額   1,107,194千円

借入実行残高        7,194千円

 差引額      1,100,000千円
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 (第1四半期連結損益計算書関係) 

前第1四半期連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第1四半期連結会計期間 

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

貸倒引当金繰入額 2,375千円 

給与手当 113,250千円 

賞与引当金繰入額 17,745千円 

退職給付費用 527千円 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

貸倒引当金繰入額 8,492千円

給与手当 127,646千円

賞与引当金繰入額 14,808千円

退職給付費用 439千円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

給与手当 478,023千円

賞与引当金繰入額 63,672千円

退職給付費用 1,869千円

 

※２ 減損損失 

当第1四半期連結会計期間において、

当社は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

東京都 

千代田区 

国内旅行向

けのチケッ

ト受注業務 

営業権、ソフ

トウェア、リ

ース資産 

当社は、キャッシュ・フローを生成す

る単位として、事業の種類別セグメント

を基準に、資産のグルーピングを行いま

した。 

旅行・その他関連事業については、継

続的に営業損失であるため、同事業に係

る資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額 20,813 千円を減損

損失として特別損失に計上しました。そ

の内訳は、営業権6,206千円、ソフトウ

ェア283 千円及びリース資産14,323 千

円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、処

分見込価額から処分費用見込額を控除

した額により評価しております。 

 

※２ 

 
 

※２ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

東京都 

千代田区 

国内旅行向

けのチケッ

ト受注業務 

営業権、ソフ

トウェア、リ

ース資産 

当社グループは、キャッシュ・フロー

を生成する単位として、事業の種類別セ

グメントを基準に、資産のグルーピング

を行いました。 

旅行・その他関連事業については、継

続的に営業損失であるため、同事業に係

る資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額 20,813 千円を減損

損失として特別損失に計上しました。そ

の内訳は、営業権6,206千円、ソフトウ

ェア283 千円及びリース資産14,323 千

円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、処

分見込価額から処分費用見込額を控除

した額により評価しております。 

 

※３ 

 

※３ ※３ 固定資産除却損は、機械装置及び運

搬具65千円、工具器具備品412千円、

ソフトウェア14,162千円でありま

す。 

 

 



 

- 16 - 

 (第１四半期連結株主資本等変動計算書関係) 

当第１四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年６月30日） 

１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数 
（株） 

当第１四半期 
連結会計期間 
増加株式数 
（株） 

当第１四半期 
連結会計期間 
減少株式数 
（株） 

当第１四半期 
連結会計期間末 
株式数 
（株） 

発行株式数  

  普通株式 (注)１ 73,341 5 － 73,336

合 計 73,341 5 － 73,336

自己株式  

  普通株式 (注)２ － 250 － 250

合 計 － 250 － 250

(注) １. 普通株式の発行済株式総数の増加５株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 
   ２. 普通株式の自己株式の株式数の増加250株は、持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分であります。 
 

２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる
株式の種類 前連結会計

年度末 

当第１四半期

連結会計 
期間増加 

当第１四半期 
連結会計 
期間減少 

当第１四半期 
連結会計 
期間末 

当第１四半期

連結会計 

期間末残高

(千円) 

平成15年新株予約権 普通株式 1,650 － － 1,650 － 
提出会社 

(親会社) ストック・オプションとしての 

新株予約権 
－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合 計 － 1,650 － － 1,650 － 

(注) 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

 

３. 配当に関する事項 

 (１) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(千円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 73,341 1,000 平成18年３月31日 平成18年６月29日 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前第1四半期連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年６月30日）                    （単位：千円） 

 ＢＰＯ事業 旅行・その他 
関連事業 計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 2,274,569 11,193 2,285,762 ― 2,285,762 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ― ― ― 

計 2,274,569 11,193 2,285,762 ― 2,285,762 

営業費用 1,850,832 13,360 1,864,192 114,728 1,978,921 

営業利益（又は営業損失△） 423,737 △2,167 421,570 (114,728) 306,841 

 

当第1四半期連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年６月30日）                    （単位：千円） 

 ＢＰＯ事業 旅行・その他 
関連事業 計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 2,935,603 148,218 3,083,822 ― 3,083,822 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 4,600 70,349 74,949 ― 74,949 

計 2,940,203 218,568 3,158,771 ― 3,158,771 

営業費用 2,448,854 195,911 2,644,766 89,585 2,734,351 

営業利益 491,349 22,656 514,005 (89,585) 424,420 

 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）                        （単位：千円） 

 ＢＰＯ事業 旅行・その他 
関連事業 計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 9,994,009 46,601 10,040,700 － 10,040,700 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － 

計 9,994,009 46,601 10,040,700 － 10,040,700 

営業費用 8,242,994 50,012 8,293,007 448,848 8,741,855 

営業利益（又は営業損失△） 1,751,105 △3,411 1,747,693 (448,848) 1,298,845 

 (注) １．事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

事業区分 主要な事業内容 

ＢＰＯ事業 カスタマーコンタクトセンターの構築・運営のアウトソーシング業務等 

旅行・その他関連事業 旅行サービス、IT関連サービス、投資事業、派遣事業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用                 （単位：千円） 

 
前第 1 四半期

連結会計期間

当第1 四半期

連結会計期間

前 連 結

会 計 年 度
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
114,728 89,585 448,848 

親会社本社の総務部門等管理

部門にかかる費用であります。
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２．所在地別セグメント情報 

前第1四半期連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年６月30日）                                        （単位：千円） 

 日本 欧州 北米 
アジア・ 

オセアニア 
計 消去又は全社 連結 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 1,763,534 134,912 266,978 120,337 2,285,762 ― 2,285,762

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 31,509 21,939 45,327 40,846 139,623 (139,623) ―

計 1,795,044 156,852 312,305 161,183 2,425,386 (139,623) 2,285,762

営業費用 1,464,198 146,248 267,827 124,221 2,002,495 (23,573) 1,978,921

営業利益 330,845 10,603 44,478 36,962 422,890 (116,049) 306,841

 

当第1四半期連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年６月30日）                                        （単位：千円） 

 日本 欧州 北米 
アジア・ 

オセアニア 
計 消去又は全社 連結 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 2,472,664 120,519 336,194 154,443 3,083,822 ― 3,083,822

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 31,849 40,461 44,270 44,633 161,214 (161,214) ―

計 2,504,513 160,980 380,465 199,077 3,245,036 (161,214) 3,083,822

営業費用 2,118,479 146,956 308,300 119,731 2,693,467 (77,215) 2,616,252

営業利益 386,034 14,023 72,165 79,345 551,568 (83,998) 467,569

 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）                                              （単位：千円） 

 日本 欧州 北米 
アジア・ 

オセアニア 
計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 7,749,192 550,144 1,217,190 524,173 10,040,700 ― 10,040,700

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 125,257 101,335 166,950 166,533 560,076 （560,076） ―

計 7,874,449 651,480 1,384,140 690,706 10,600,777 （560,076） 10,040,700

営業費用 6,418,427 647,603 1,209,575 568,420 8,844,026 （102,171） 8,741,855

営業利益 1,456,022 3,877 174,565 122,286 1,756,750 （457,905） 1,298,845

 Ⅱ 資産 4,430,777 161,672 705,631 733,692 6,031,774 （784,264） 5,247,509

 (注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州・・・・・・・・・・・・・・・・・・・イギリス、フランス 

(2) 北米・・・・・・・・・・・・・・・・・・・米国 

(3) アジア・オセアニア・・・・・・・・・・・・シンガポール、香港、オーストラリア、中国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用                                     （単位：千円） 

 
前第 1 四半期

連結会計期間

当第 1 四半期

連結会計期間

前 連 結

会 計 年 度
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
114,728 89,585 448,848 

親会社本社の総務部門等管理

部門にかかる費用であります。
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３．海外売上高 

前第1四半期連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年６月30日） 

  （単位：千円）

 欧州 北米 アジア・ 
オセアニア 計 

Ⅰ 海外売上高 46,403 264,019 120,013 430,436

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 2,285,762

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 2.0％ 11.6％ 5.3％ 18.8％

 

当第1四半期連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年６月30日） 

  （単位：千円）

 欧州 北米 アジア・ 
オセアニア 計 

Ⅰ 海外売上高 38,375 399,214 141,516 579,105

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 3,083,822

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 1.2％ 12.9％ 4.6％ 18.8％

 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

     （単位：千円）

  欧州 北米 
アジア・ 

オセアニア 
計 

Ⅰ 海外売上高 170,056 1,209,783 519,762 1,899,602

Ⅱ 連結売上高 － － － 10,040,700

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 1.7％ 12.0％ 5.2％ 18.9％

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州・・・・・・・・・・・・・・・・・・・イギリス、フランス 

(2) 北米・・・・・・・・・・・・・・・・・・・米国 

(3) アジア・オセアニア・・・・・・・・・・・・シンガポール、香港、オーストラリア、中国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（重要な後発事象         ） 

前第1四半期連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

 

当第1四半期連結会計期間 

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 6月30日

 

前連結会計年度 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

 

該当事項はありません。 同 左 同 左 

 
 


